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周知のように，最近の円高やアジア NICsの発展は，我国の産業構造に大き
な調整をせまってきている。というのは，円高によって我国企業の海外進出と
我国の輸入の拡大が急速に進んでおり，これが産業構造の調整を促進している
し，他方で，アジア NICsの輸出志向的な発展が，我国の輸入代替産業の比較
劣位化を促進しているからである。幸い，我国では労働組合が企業別になって
おり，したがって，企業内産業調整という形でできるだけ失業を出さないで，
産業調整が行われているのであるが，しかし産業構造の転換を短期間で行うこ
とは，それほど容易なことではない。産業調整のプロセスで，生産要素の不完
全利用の状況が生じ，その結果，生産額と実質所得が低下するかも知れない。
最近，先進工業国間で管理貿易 (managedtrade)への傾向が高まっているが，
それはこのような産業調整プロセスにおける実質所得の低下を回避するための
やむを得ない措置といえるかも知れない。いずれにしても，我国を含む先進工
業国では，停滞産業ないし衰退産業の調整をいかに進めるかが，今日極めて重
要な政策的課題となってきている。
我国で，停滞産業ないし衰退産業 (SenescentIndustry)に対する保護論を最
初に体系的に考察されたのは，藤井茂教授(1967)ではないかと思われる。藤井
教授は，「…先進国について，その停滞産業を保護してその衰退過程を阻止し，
＊名古屋市立大学の多和田真教授と本学の村田安雄教授より，非常に有益なコメントを
得ましたことに，心からの謝意を表します。
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国民経済的な損失や摩擦を緩和すべきであるという論がなり立つ」とされてい
る。この立場は， OECDのいう「消極的産業調整政策 (NAP)」に対応してい
る。池本清教授(1971)も，高度先進国では多様な経済目標を持っているので，
保護貿易論は正当化されるとしている。わたくしも (1982), かつてこのような
側面を扱ったことがある。
なお， OECDはこのような「消極的調整政策」と共に， あるいはそれより
もむしろ「積極的調整政策(PAP)」，つまり衰退部門から拡大部門への生産要
素の移動を促進するために，拡大部門に補助金を与えるような政策の重要性を
強調している（梅津他著・ 1983)。
このように，先進国間の貿易摩擦や管理貿易への傾向からみて，停滞産業の
調整プロセスや停滞産業の保護の根拠を理論的に究明する必要があるのである
が，この点で， Cassing-Hillman(l 986)は興味深い（以下， C-H)。C-Hは，衰
退産業の調整プロセスに政治的なリスポンスを導入した場合，もし衰退産業が
政治的な支持を失えば，一層衰退が加速されることを示している。 C:-Hは，
関税率つまり保護の水準を，その衰退産業部門で雇用されている労働量の関数
として内生化したときに，体系が不安定になり，衰退産業を消滅させる可能性
があることを示している。
C-Hでは，衰退産業の大きさは， その部門の雇用水準か生産水準のいずれ
で表わしてもよいとしている。両者は代替的であるとしている。しかし，次節
で示すように， C-Hと違って， 関税率を衰退産業部門の雇用量ではなく生産
量の関数とした場合， C-Hとは，若干違った結論が得られる。この点を明ら
かにすることが，小論の第 1の課題である。
次に，われわれも C-Hのような急速な衰退産業の縮少ないし消滅の可能性
があることを否定するのではないが，しかし現実は C-Hの結論とは逆に，む
しろ多くの先進国では，衰退産業の保護がさまざまな形で行われている。 C-H
のような急速な縮少ではなく，むしろ OECDのいう「消極的産業調整」が行
われているのである。このような現実的な産業調整のプロセスを明らかにする
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と共に，「消極的産業調整」が選好される根拠を示すことが， 小論のいま 1つ
の目的である。
2 C-Hタイプの産業調整
この節では，まず C-Hとほぼ同様な衰退産業調整モデルを定式化する。そ
してもし保護（関税）の水準が生産量の関数である場合には， C-Hのような急
速な衰退産業の調整が進行するとは限らないことを示す。以下では， C-Hと
違って，第 2財部門（ふ）が衰退産業ないし輸入競争産業であり，第 1財部門
（ふ）を成長産業ないし輸出産業とする。
いまこの経済がこのような 2部門から構成され， 2生産要素（労働と資本）を
用いて， constantreturns to scale, perfect competition, full employment 
の下で生産が行われるものとする。 j財の生産関数は
X;=F;(L;, 氏）， (j=l,2) (1) 
である。ただし， L;, 氏は j財の生産に用いられる労働量と資本量である。
j財の価格を P;とし，第2財の相対価格を Pとする。つまり P=か／かであ
る。単位を適当にとることによって， p,=lとする。 また初期の自由貿易の下
でのPを P'とする。 perfectcompetitionと fullemploymentの仮定か
ら，次を得る。
w=F1L(Li, 氏）=F1L(L-Lz, K-Kz) 
=p'F五(L2,K2) 
(2) 
(3) 
r=F1K(Li, K1)=F1K(L-L2, K-K2) 、 (4)
=P'F2K(L2, 氏） (5) 
ただし， W は賃金率， rは資本のレンクルである。また Lと Kは，所与の労
働量と資本量である。パラメターPの変化による調整メカニズムは
L2=/(w2-w1), /(0)=0, /'(・)>O (6) 
K2=g(r2-r1), g(O)=O, g'(•)>O (7) 
である。初期の P'に対応する均衡点は， Fig. 1で， L2IP'=O,応IP'=Oの
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両曲線の交点 A である。 (2)(3)(4)(5)から，両曲線の傾斜は
dK2 F1LL +p'F2LL 
dL2 L2IP'=O = -[F'LK+P'F2LK]>0 
dK2 F1KL +p'F2KL 
叫 K21P'=o=-[的 +p'F2KJ>o
(8) 
(9) 
であり，両方ともフ゜ラスである。しかし A点が安定的であるための Routh-
Hurwitz condition, つまり
f'(F1LL+P'F伍）十g'(F1KK+P'F2KK)<O UO) 
f'忍[F1LL十がF2LL)(F1KK十がF2KK)-(F1iK+P'F2iK)(F1KL+p'F2Ki)J>O 
Ul 
から， (8)の傾斜は(9)のそれより大きい。両曲線の交点 A に対応する L2a,K2a 
が衰退産業で初期に用いられている労働量と資本最である。
ここで，例えば円高やアジア NICsの輸出拡大によって， pがグからが
K2 
Ldp"=O L2/p'=O 
????
?? ?
品/p'=O
応/p"=O
?
??? b L2 Lf 
Fig. 1 
L2 
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に低下するものとする。 Pの下落は， W;と r;を変え，したがってまたらと
K; も変化するであろう。 L;と氏の変化は，産業を調整するであろう。し
かし実際に産業調整がどの程度進行するかは，要素価格の伸縮性，要素の移動
性， pの低下の大きさ， さらにどの程度のタイム・スパンを考えるかなどによ
って決まるであろう。 p"の下での長期の均衡点は， Fig.1のD点であるが，
それはムIP"=O曲線と応IP"=O曲線の交点である。 A点から D点へのフ゜
ロセスについて，ここでは 3つの経路を図示している。第 1は， Aから Dに
直接行く場合であり， 第2は A→B→Dであり， 第3は A→C→Dである。
第 1の経路は，ヘクシャー・オリーンモデルにおけるように，両要素がふか
らXiに同時に移動する場合である。第 2の経路は，資本が短期的に特殊的要
素となる場合であり，第 3の経路は，労働が短期的に特殊的要素となる場合で
ある。これらいずれの場合においても，要素価格は伸縮的であると仮定されて
おり，また少なくとも 1つの要素はふから Xiに移動する。したがって，衰
退産業は必らず縮少し，成長産業は必らず拡大する。しかも，産業調整は時間
の経過と共に進行する。
ところで，このような産業調整は市場メカニズムによって自動的に進行し，
したがって政策当局は受動的な態度をとり続けるものと仮定している。しかし
政策当局は，衰退産業の調整に大きな閃心を持っているのであり，産業政策の
1つとして，衰退産業ないし比較劣位産業の転換ないし消滅をいかに進めるか
ということで，これまでもさまざまな介入を行ってきている。そしてその際，
衰退産業を短期間に急激に縮少するのではなく，むしろ逆に，ゆるやかな調整
をいかに進めるかということを目的に介入政策が行われてきた。したがって重
要なことは，政策介入が衰退産業の急激な縮少ではなく，むしろそれがゆるや
かな縮少をもたらす可能性を持っていることを明らかにすることである。
C-Hは，もし政策当局が衰退産業を保護しようとし， その保護の水準がそ
の産業部門の労働量に依存するとすれば，そのような介入政策は衰退産業の縮
少をむしろ加速することを示した。すなわち，関税率（従量） Tを，ふ部門の
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雇用量 L2の関数
T=TCL2), h=dT/dL2>0 
とする。 (12)を(2)(3)(4)(5)に代入すれば，われわれのモデルで次を得る。
dK2 = -[(P0 +T)F呈+F戸 +F1LL
dL2 L2IP11+T=O (p11+T)叫 +F1LK ] =o <
(12) 
(13) 
叫. =-[(P"+T)F2KL+F戸 +F1KL
dL2氏IP"+T=o CY +T)F2KK+F-1xx ]>0 (l4 
(13)(14)から， K2IP11+T=O曲線は関税による政策介入がある場合でも，それがな
い場合と同様に傾斜はプラスであるが， L2IP"+T=O曲線は， もはやフ゜ラスで
はない。今やマイナスの部分も含むのである。 C-Hは，これによって衰退産
業の急激な縮少を説明しようとする。一般的には， P"<p"+T<P'であるの
で，そのような仮定の下に，合計 6本の L2=0,K2=0曲線を描けば， Fig.2 
のようになる。
K2 
Kf 
xi 
?
? ?
。
Lz/p"=O Lz/p"十T=O
, I 
ら/p'=O
応/p'=O
Kz/p"十T=O
応/p"=O
??? ??? L2 
L~ L~ 
Fig. 2 
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Fig. 2で，ムIP'=O,応IP'=O, i2IP0=0, 応1r=oの4つの曲線は，
Fig.1のそれと同じである。 Fig.2には，それに L2IPH+T=Oと応IPH+T=
0の曲線がつけ加わっている。 P"<PH+T<P'の関係から, ムIPH+T=Oと
応IPH+T=Oの曲線は， Fig.2のような位置にくるであろう。ただし， (13)か
ら， L2IPH+ T=O曲線はマイナスの傾斜をした部分を含むことになる。いま
や政策介入を含む広IPH+T=O,応IPH+T=O曲線の交点は， E,G, Fで与
えられる。この中， EとFは安定的であるが， Gは不安定である。もし新
しい均衡点が Eであれば，確かに関税は衰退産業を保護する効果を発揮する
のであるが，もし新しい均衡点が Fであれば， 関税は衰退産業を保護するど
ころか，逆に衰退産業の調整を一層促進することになる。関税はマイナスの保
護を与えることになるc
ところで， C-Hでは衰退産業の大きさを表わす指標として， その雇用量と
生産量が代替的なものとして扱われている。しかしわれわれが示すように，も
し関税率を生産量の関数としたときに， L2lp8+T=O,k2IPH+T=O曲線の形
が違ってくれば，両者は代替的ではないであろう。 C-Hと違って
T= T(X2), Tx=dT/dふ>O U5l 
とする。 p0+T(X2)を(2)(3)(4)(5)に代入して dK2/dらを求めれば，次を得る。
国・ [(PH +T)和 +(F豆 Tx+F1LL
dL2 L2IP0+T=o=―(pn+T)F芦＋叫+F五p2K'T'J奎0
幽 I. (P°+T)F2KL+F2年 Tx+F1xL
叫 K2IP0+T=o=ー [cpn+T)匹＋叫+(F2x)2,.,. _l奎0
(16) 
(17) 
いまや2つの曲線ともマイナスの部分を持つことになる。したがって， C-Hの
いうように，衰退産業の大きさの指標として，雇用量と生産量は必らずしも代
替的ではない。
3 より現実的な衰退産業の調整
前節では，完全な要素価格の伸縮性が仮定され，同時に生産要素の中，少な
くとも 1つは，産業部門間を移動すると仮定されていた。確かに長期において
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は，要素価格の完全な伸縮性と要素の完全な移動性を仮定してもよいであろう
が，しかしごく短期においては，要素価格は硬直的で要素も移動性を欠いてい
ると考える方が自然である。したがって，ごく短期においては，産業調整は全
く進行しないであろう。次に若干の時間が経過した後に産業調整が進行し始め
るとして，どのようなプロセスを経て進行するであろうか。そのプロセスをあ
らかじめ特定化することは容易でない。というのは，それは基本的にはふ部
門からの生産要素の放出率と，兄部門での吸収率をどう考えるかによってお
り，それらは要素価格の伸縮性，要素の移動性， pの変化率，タイム・スバン
などによるからである。またこのような市場メカニズムに関する諸条件の他
に，政策当局が行う消極的な産業調整政策，例えば衰退部門に対する補助金政
策や，逆に成長部門に補助金を与えるという積極的産業調整政策が実際に行わ
れており，これが市場メカニズムに基く産業調整を補正しているからである。
では， 何故多くの国が， C-Hタイプの急激な衰退産業の調整に否定的な姿
勢をとるのであろうか。われわれは産業調整のプロセスで生ずるかも知れない
失業の発生とそれに基く生産額の低下に，多くの先進工業国が大きな関心を持
っていることに注目する必要があると思う。この点に注意しながら， pの低下
による産業調整のいくつかのプロセスを考えてみよう。
Fig. 3は，財平面における産業調整のいくつかのプロセスを示したもので
ある。 Ti乃は， ヘクシャー・オリーンモデルで想定されている仮定の下での
生産フロンティアである。 t山は，特殊的要素モデルの下での生産フロンティ
アである。 A点は， 初期の P'に対応した生産点であり， D点は PNに対応
する長期の生産点である。 S点は，フロンティアが t山のときに， pnに対応
する生産点である。
さて，ヘクシャー・オリーン・モデルでは完全雇用と完全な要素価格の伸縮
性が仮定されているので， P'からがへの移行によって，生産点は T1T2上
を A から D にシフトするであろう。このような調整メカニズムは，
X1=h(PilP2-MCi/MC2), h(O)=O, h'(•)>O (18) 
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X1 
T1 
xf 
。
xr x~ 
p" 
X2 
対 T2
Fig. 3 
で示される。ただし， Pi/まj財の価格であり， MCiは j財の限界費用であ
る。
他方，特殊的要索モデルの場合には要素価格は伸縮的であるが， A→Sへの
調整プロセスでは， 2要素の中の 1要素は移動性を欠いているので，例えば資
本が移動しないのであれば
L1 =hL(W1 -wz), hL(O) =0, hL'(•)>O 
k1=0 
(19) 
である。また S→Dへの調整プロセスは
ム＝加Cw1-w2), hi(O) =O, hi'(•)>O 
k,=加Cr1―乃），加(O)=O, hK'(•)>O 
で与えられるであろう。
しかし以上のような調整フ゜ロセス以外に，次のような調整フ゜ロセスが考えら
(20) 
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れる。その中の 1つは， p"の下で生産点が A に止まり，したがって産業調整
が全く進行しない場合である。このようなケースは，要素価格は完全に伸縮的
であるが，両要素が完全に移動性を欠いている場合にあたる。ここでは産業調
整は全く進行しないが，要素価格の伸縮性によって，両要素は完全に雇用され
ている。この場合の調整メカニズムは
. . . . 
L1 =K1 =L2=K2=0 (21) 
である。今 1つの極端な調整プロセスは，生産フロンティアが X16AX/とな
る場合で，それは要素価格が硬直的で，しかも要素が移動性を欠いている場合
に生ずる。 P'からがに下落する場合には， Xi°AX2aの中， X1aAの部分が有
効であるが，そこではふ部門からの両要素の放出は可能であるのに対して，
ふ部門への参入が全くできず， したがって両要素の不完全利用の状態が発生
する。ここでの調整メカニズムは
L1 =O, K1 =O, L2<0, K2<0 (2) 
である。なお， Fig.3の AHMDという調整プロセスは， AMまではふ部
門からの両要素の放出のみが続き，その後一転して兄部門に両要素が吸収さ
れていく場合を示している。
しかしより現実的な調整プロセスとしては， Fig. 3の AQDといったタイ
プのものではないかと思われる。それは， 1要素の一時的な非移動性を想定す
るが，両要素の完全雇用を仮定する特殊的要素モデルにそった産業調整は，勿
論実現できないが，しかしそうかといって，放出された両要素がふ部門に全
く吸収されないという，非常にきびしい仮定の下での産業調整でもない場合で
ある。ここでは，ふ部門から放出された生産要素の一部が，ふ部門に吸収さ
れていく。したがって，その調整メカニズムは，要素の不完全利用を含む
L2<0, 柘く0and li>o, Ki =O or L, =O, 衣;>o (23) 
である。
以上，われわはは合計 5つのタイプの産業調整のプロセスを明らかにした
が， この中特に注目したいのは， 調整プロセスが AHMX1° となる場合であ
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る。そこで；そのようなケースが生ずるメカニズムを，われわれのモデルによ
って少し理論的に考えてみたい。それは， pとWj,r;, および L;,氏の関
係を明らかにすることである。
生産関数が一次同次であるので，要素代替の弾力性町は
町=F仕F伝/FiLKFi>O (24) 
である。 Pの変化が， W;, r; に与える効果を明らかにするために，両部門にお
ける初期の賃金率と資本のレンタルを，それぞれ Wi,W2, Yi, 乃とする。 (2)から
dw1 = F1 LLdL1 + F1 LKdK1 
を得る。また生産関数の一次同次性から
F1LLム+F1LK氏=O
を得る。 (24)(26)から
F1LL=-0K1妬/01L1
(25) 
(26) 
(21) 
を得る。ただし'()凡=K,F'K!F'>Oで，ふ部門における資本報酬のシェアで
ある。 (26)(27)から
F1LK=0応wi/<11K1 (28) 
を得る。 (25)罰(28)から
W1=(}凡CK1ーム）/<1 (29) 
を得る。ただし＾印は，その変数の変化率を表わす。同様にすれば
W戸 p+0凡(K2-L2)/a2 (30) 
r1=0ら(Li-Ki)/町 (31)
 ＾r2=p+0ら(L,―尼）/<12 (32) 
を得る。ただし,0K2=K: 炉K!P>o,0ら=L1P d P>O, 0ら=L炉dP>Oで
ある。
(29)(30)(31)(32)は， P,L;, および氏の変化が， Wj,r; に与える効果を示してい
る。いま非常に短期を考えて，生産要素が部門間を移動できないものとすれ
ば，名=L;=Oである。したがって(2)~(5)から F;L,F;Kは一定であるが， p 
の下落によって， W戸 r2<Dとなる。他方 W戸 r1=0である。このことは(29)~ 
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(32)からも知られる。 Fig.3の A点で， P'からがに P が下落した直後で
は，要素市場では， dw2<0, dr2<0, dw1 =dr1 =0, dL1=dK1=0の状況が生
じている。他方要素報酬率が短期的に固定しているとすれば， ふ部門の企業
は労働と資本の使用量を減らすことによって，要素の限界生産物価値を初期の
W2と乃の水準にまで引き上げるであろう。このことは，ふ部門から，労働
と資本が放出されることを意味し，そのような放出によって， dL2<0,d氏<o
が進行する過程で， dふ<oとなる。他方，ふ部門から放出された労働と資本
が，短期間の中に兄部門に吸収されることは容易でない。もし，ふ部門か
らの要素の放出は容易に行われ，他方その要素のふ部門への参入が困難な期
間については， dふ<o,dX1=0という形で，産業調整が進行するであろう。こ
のような産業調整が， Fig.3の A点から H,M, さらに X1° 点に向っての
生産点のシフトである。 このような調整プロセスで，もし M 点から両要素が
ふ部門に吸収されることになれば， M点から D点に向っての調整が進行す
るであろう。しかし前述のように， もし A点からの産業調整でふ部門から
放出される生産要素の一部がふ部門に吸収されることになれば，例えばAQD
のような調整プロセスをたどるであろう。この場合は，要素の不完全利用の下
での産業調整であるが， しかし dふ>O,dふ<oのような形で進行する。
なお， Fig.3から知られるように， dふ<o,dX1=0のような形で A点か
らの産業調整が進行する場合，生産額 X1+P11ふは低下するので，それによる
厚生水準の損失が， P'からがに交易条件が有利化することによる利益を上
回るかも知れない。 Fig.3では，そのような分岐点は H点であり，生産点が
Hの場合の厚生水準は，初期の Uaと同じである。もし生産点が H点をこえ
てさらに左側にくれば， Uaを下回るであろう。 このような場合には， 生産点
が H点をこえて進行しないように， 関税などによって第2財の国内価格比率
の下落を阻止する必要がある。これが，消極的産業調整が選好される根拠であ
る。
次に， pがP'からがに下落することによって， w1>w2,が>r2となって
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いるので， A点では両要素がふ部門からふ部門に移動するインセンテイプ
が生じている。しかしここでは，いずれか 1つの要素が移動するインセンテイ
プがあるような状況を想定して，それに基く産業調整が，生産額 XげPHふを
どう変えるかを， 2つの調整プロセスの下で検討してみたい。そしてそれらの
比較から，両者の優劣を明らかにしたい。 2つのプロセスというのは， A点か
らの調整が資本の移動によって進行する場合と，労働の移動によって進行する
場合である。最初に，前者のケースを考える。
いま賃金率は， rの下で両部門で等しくなるようにすぐ調整され， したが
って労働移動のインセンテイプはないものとする。 したがって，『L=PHPL=
w, dL;=Oとする。ただし初は， PHの下で両部門で等しいように調整され
た賃金率で，その値で固定されるものとする。他方，資本のレンタルは両部門
で均等化するのに時間がかかり， PHの下では r1>乃となり， したがって，
dK1=-d氏>Oの形で，資本がふ部門からふ部門に移動するものとする。
PHの下での生産額を Yとすれば
Y=X1+PnX2=『(Li,K1) +pn F2(L2, 氏） (3) 
である。 (3)を氏で微分し， w=F1L=P"F2Lを用いれば
dY =(r1-互） +w dL1. dL2 dK1 「瞑冨] (34) 
を得る。ここで，生産関数の一次同次性の仮定から， dL1! dK1 = Lil Ki, dL2! 
dK,=-Lzl氏を得るので， (3)は結局
dY L, L2 瞑 =Cr1ー 乃）＋玉［瓦―幻 (35) 
となる。
(35)から， dY/d氏は (r,-r2),w, および (Li/K, -Lz/ K2)によって決まる
ことがわかる。この中， (r,-乃）>O, w>Oである・。しかし CL1/K, -Ld K2) 
の符号はアプリオリルには決まらない。しかし，多くの先進工業国では賃金率
は相対的に高く，したがって，衰退産業が一般的に労働集約的であり，成長産
業が資本集約的である。もしそうであれば， (L,IK, -L2! K2) <oである。した
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がって， (35)の符号は一般的には決まらず，このような産業調整が生産額を高め
るかどうかわからないのである。なお， (35)の右辺第 1項は， レンタル格差効果
(rental differential efect)と呼ぶことができ，第2項は要素集約性効果 (factor
intensity efect)といえよう。また， dY/d氏>Oのための十分条件は， CL1/K1
-Li!K2)>0である。
次に，後者の調整プロセス，つまりふ部門からふ部門に完全雇用を維持
しながら，労働が移動することによって産業調整が進行する場合はどうであろ
うか。ただしこの場合は， pnの下でレンタルは両部門で等しくなるようにす
ぐ調整され，労働の移動による産業調整のプロセスで， F'K=PnF2K=rで固定
されるものとする。したがって，産業調整は w,>w2に基いて dL,=-dL2>0
によって進行するものとする。 (3)をムで微分し， dL,= -dL2, dK,/dL1 = 
Kil Li, dK2! dL1 = -K2! L2の関係を用いれば
dY 
dL1 
-=(w1-w2) +r[ふ＿州
L1 L2 
を得る。
(36) 
(36)で， (w1-w2)>0, r>Oである。また前述のように，衰退産業が労働集約
的で成長産業が資本集約的であるとすれば， (Ki!L1-KdL2)>0である。した
がってこのような労働の移動による産業調整は，生産額を引き上げることにな
る。交易条件が一定の下での生産額の増加は，実質所得を引上げるであろ
う。
では，なぜこのような違いが生ずるのであろうか。もしふ部門が労働集約
的であれば，前者の場合ふの減少によってふ部門の資本と労働が放出され
るのであるが，ふ部門が資本集約的であること，また豆はこのような産業調
整が開始される前の水準に固定されているので，このような産業調整によって
失業が発生する。失業は生産額の損失を伴う。これに対して，後者の場合には
労働の完全雇用を維持するような形での産業調整が行われるので，前者のよう
な損失はない。また後者のような産業調整は，資本の生産性を高めるような効
果をもたらすであろう。いずれにしても， 後者の方がベターであるといえよ
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う。なお(35)(36)で示される産業調整，あるいはそれから得られた結論は，かなり
きびしい仮定の下でのものであり， しかも限界的な条件にすぎないことに留意
する必要がある。
4 結論
小論で，われわれはもし保設（関税）の水準が，衰退産業で雇用されている労
働量ではなくて生産量に依存する場合には， C-Hのような衰退産業の急激な
縮少が必らずしも生ずるとは限らないことを示した。多くの先進工業国では，
C-Hのような衰退産業の急激な縮少を求めているのではなく， むしろその逆
に，ゆるやかな調整を求めているのである。われわれは衰退産業の調整につい
て，さまざまなプロセスを明らかにすると共に，衰退産業の急激な縮少が，場
合によっては実質所得水準の引下げを伴うことを示した。また，かなりきびし
い仮定の下ではあるが，産業調整のプロセスで生産額が上昇するための条件を
求めた。いうまでもなく， 産業調整をいかに進めていくかは， 多の先進工業
国にとって大きな課題であるが，その際衰退産業の調整をどのようなプロセス
で実現するかが特に重要である。小論はそのような側而を考察する場合におけ
る，一つの理論的な枠組を用意しようとしたものである。
References 
Bhagwati, Jagdish N., "The Generalized Theory of Distortions and Welfare", 
in J. Bhagwati et al., eds., Trade, Balance of Payments, and Growth: Essays 
in Honor of Charles P. Kindleberger, 1971, 69-90. 
Cassing James H. and Arye L. Hillman, "Shifting Comparative Advantage and 
Senescent Industry Collapse", American Eco_nomic Review, June 1986, 76, 
516-523. 
Hillman, Arye L., "Declining Industries and Political-Support Protectionist 
Motives", American Economic Review, December 1982, 72, 1180-1187. 
ltoh Motoshige and Takashi Negishi, "Disequilibrium Trade Theories", Discus-
sion Paper, October 1986, University of Tokyo. 
Neary, J. Peter, "lntersectoral Capital Mobility, Wage Stickiness, and the Case 
51 
228 関西大學「経清論集」第38巻第2号 (1988年6月）
for Adjustment Assistance", in J. Bhagwati, eds., Import Competition and 
Response, University of Chicago Press, 1982, 39-67. 
Rodriguez, Carlos A., "Comment to the Neary's Paper", in J. Bhagwati, eds., 
Import Competition and Response, University of Chicago Press, 1982, 67-69. 
Tawada Makoto, "The Stability of Equilibrium in International Trade : the two 
country case", OIKONOMICA 1987, 111-123. 
池本清「外国貿易と産業構造ー自由貿易対保護貿易論争に対する新視点」『国民経済雑
誌』， 1971.6, 同氏著「国際貿易論の研究」， 1983,chap, 3. 
梅津和郎，箱木箕澄，山本繁綽編著「国際産業調整』 1983,chap. 1 
藤井茂「停滞産業保護論」「貿易政策』 1967,chap, 8. 
原正行「貿易摩擦」池間誠他著「国際経済』， 1987,chap, 4. 
原正行「産業調整と内部化理論」『世界経済評論』， 1988.5. 
村上敦「産業構造調整と海外直接投資」『世界経済評論」， 1988.4
山本繁綽「産業調整政策と保護貿易政策」『大阪大学経済学」， 1981.12.
山本繁綽「戦後日本の産業政策」『現代日本の公共政策」，関西大学経済政治研究所「研究
双書」， 1988.3. 
小田正雄「対外競争力と保護」『新しい貿易政策』， 1982,chap, 2. 
小田正雄「停滞産業保護論」『世界経済評論』， 1987.6. 
52 
